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国土強靱化対策の推進を求める意見書

平成７年に阪神・淡路大震災が発生したのをはじめ、平成１６年には新潟県中越
地震、平成２３年には東日本大震災、本年には熊本地震が発生するなど、近年、大
規模な地震や津波、局地的集中豪雨等といった自然災害による被害が発生しており、
住民生活の安全・安心が脅かされる事態が生じている。
また、将来発生が予想される南海トラフ地震等への懸念も強まっており、様々な

災害リスクから住民の生命・財産を守り、我が国の経済社会活動を将来にわたって
維持、発展させるには、防災・減災を柱とする強靱な国土づくりを加速させなけれ
ばならない。
本県においても、甚大な被害が想定される南海トラフ地震等大規模災害の発生に

備えた、防災・減災対策等様々な対策の推進をはじめ、国土強靱化地域計画の策定
にも取り組んでいるところであるが、これらの災害が発生すれば、その規模が大き
く、被害が広域化・長期化する状況にあることから、一地域での対応・対策には限
界があると言わざるを得ない。
よって、国におかれては、これらの状況を踏まえ、積極的かつ迅速に強靱化対策

に取り組む必要があるため、下記事項に特段の措置を講じられるよう強く要望する。

記

１ 社会資本整備総合交付金や防災・安全交付金における国土強靱化及び地方創生
に資する本県の社会資本整備に必要な予算を確保すること。

２ 国と地方が一体となり防災・減災を柱とする国土強靱化を進めなければならな
いことから、その地方負担に対する財源措置等の拡充を図ること。
また、緊急防災・減災事業債の恒久化、交付金事業等の地方負担分への充当が

可能となるよう制度を見直すこと。

３ 近年の自然災害の動向に対応できるよう、道路・河川・砂防・治山・港湾・海
岸・公園・下水道事業等の防災・減災対策を重点的、計画的に講ずること。

４ 公共交通機関の脆弱な本県にとって、移動手段を自動車に依存する割合は極め
て高く、高規格幹線道路等のミッシングリンクの解消を基軸とした道路ネットワ
ークの整備促進は、震災等の災害対策としても喫緊の課題であるため、必要な予
算の安定的な確保を図ること。

５ 大規模災害が発生した場合、地方自治体が財政面で安心感をもって復旧・復興
に取り組んでいくために、新たな補助制度の創設や補助率のかさ上げ等の財政措
置及び地方負担分を極小化するための特別交付税の別枠措置等、財政負担等に係
る特別な立法措置を講ずること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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